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１．はじめに 
国際海事機関（IMO）はタンカー乗組員への健

康被害を憂慮し、ベンゼンを 0.5%以上含む物質を

輸送する船上で TWA(Time Weighted Average)が
1(ppm)、STEL(Short Term Exposure Limit)が 5(ppm)
を越える場合、マスクなどの保護具を装着するよ

う勧告している。図１のように我が国において、

ケミカルタンカ－は多品目の化学物質を大量に輸

送しており(1)、その中にはベンゼンをはじめ健康

に悪影響を及ぼす物質が多数含まれる。そのため

輸送に従事する乗組員や岸壁での作業者、周辺住

民への化学物質曝露による健康影響が懸念される。 
輸送作業中に船内で蒸発した化学物質の一部は、

船舶から排出・漏洩し、環境が汚染される。その

環境中で活動する乗組員は主に呼吸により化学物

質に曝露される。ケミカルタンカーの輸送品目は

多種であり、輸送物質ごとに健康影響の種類や程

度が異なる。これら化学物質に多様に曝露される

乗組員のト－タルの健康影響を予防的観点から評

価し、対策を立て、管理する必要がある。 
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図１ 海上輸送化学物質の年間輸送量と航海数 

 
本報告は「船舶から発生する有害揮発性ガスに

よる複合汚染の低減に関する研究」の一環として

実施した内容であり、この研究テーマはケミカル

タンカーから排出される化学物質に起因する汚染

レベルを、ある１物質に限定せず複合的に把握、

解明し、健康影響リスク評価を実施するとともに、

タンカーからの化学物質排出抑制技術を確立する

ことである。本テーマはこの目的に則して以下の

３つの研究要素から構成される。 
（１）現状の汚染レベルの把握 
（２）ケミカルタンカー乗組員の健康影響リスク

評価 
（３）船舶搭載型、揮発性ガス排出低減化装置開

発のための基礎データ収集 
 

それぞれの研究要素の関係と研究の流れを図２

に示す。 
 
 実態把握 実船計測 

（環境、曝露濃度の収集） 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 研究の流れ 
 

本報告は上記項目の(1), (2)に該当し、発がん性
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物質であるとともに海上輸送量が多いベンゼンと

アクリロニトリルに議論を絞り、損失寿命（０歳

における損失余命）の計算を試みた。本計算手法

は曝露の年齢という重要な要素が考慮でき、就業

年齢に比較的高濃度の曝露が集中するケミカルタ

ンカー乗組員の解析に有効である。これらの結果

をまとめ、発がん性化学物質輸送に従事する乗組

員の作業条件を考慮した簡易な損失寿命推定式を

提示し、健康影響評価手法のフレームを構築した。 
 

２．曝露濃度 
曝露濃度の実態が明らかでなければ、解析は進

められない。そこで、ケミカルタンカー乗組員を

対象とし、曝露濃度の調査、計測を行った。国内

における化学物質の海上輸送では主に図３の

499GT 船が利用される。このクラスの船は液体貨

物、約 1,300KL,1000ton を積載できる能力を持つ。 
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図３ 499GT ケミカルタンカー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 輸送サイクル 
 
計測手法は文献(2)と同じであり、ベンゼン、ア

クリロニトリル輸送船乗組員の襟元にパッシブサ

ンプラー (住友 3M ガスモニタ－#3500、#3520)を
装着したまま、図４に示す積み荷役、航海、揚げ

荷役、タンククリ－ニングで構成される輸送サイ

クルの各作業を行う。よって、マスク装着などの

保護措置の影響はデータに反映されない。タンク

クリ－ニング作業の終了後、パッシブサンプラー

を密封、回収し、後日分析する。これより、ある

化学物質の積み込みからタンククリーニング終了

までの１輸送サイクル中における時間平均曝露濃

度を得る。 
 

表１ 曝露濃度計測結果 
 

物 質 
算術平均曝露

濃度 
c(µg/m３) 

平均曝露 
時間 
T(日) 

ﾕﾆｯﾄﾘｽｸ 
UR(3) 

(m３/µg) 
ベンゼン 1.1x104 0.59 5.0×10－６ 注） 
ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ 6.7x103 0.75 6.8×10－５ 
注）ベンゼンの UR は 2.2×10-6 ～7.8×10-6 であるが、その中間値を用

いた 
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(a) Benzene, GM=1.5(ppm), 4.9(mg/m3), GSD=4.5 
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(b) Acrylonitrile, GM=1.4(ppm),3.1(mg/m3),GSD=4.3 

図５ 曝露濃度分布 
 
得られた曝露濃度分布を幾何平均（GM）、幾何

標準偏差（GSD）とともに図５(a)、(b)に示す。サ

ンプル数はベンゼン輸送船 12隻、乗組員数 63人、

アクリロニトリル輸送船 6 隻、乗組員数 36 人であ

った。１輸送サイクル当たりの平均曝露時間、ユ

ニットリスク UR(3)及び算術平均濃度を各物質に
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ついて表１にまとめる。後述の解析では表に示し

た平均曝露濃度を用いる。濃度は気象、船舶、役

職等、様々な条件により大きく変化するが、就業

期間中の長期的な曝露により、乗組員各員の曝露

濃度は平均的な値に落ち着くと考えられるためで

ある。 
 

３．損失余命計算法 
蒲生らが提案したモデルを評価手法として用い

る。ここではモデルの大略を記述するに止め、詳

細は文献(4)を参照されたい。なお、文献中でいく

つかのモデルが示されているが、基準モデルと称

されるモデルを使う。また、ここでいう「発がん」

とはがん死亡と同義ではないものの、生涯発がん

リスクを、生涯がん死亡リスクと解釈する。よっ

て、発がん後の治癒は考慮しない。 
本モデルで用いる損失余命は余命の短縮を意味

し、死亡年齢が早まることを扱った指標である。

本報でいう「曝露」とはケミカルタンカーから排

出される化学物質（ベンゼン、アクリロニトリル）

への曝露を意味し、「発がん物質の曝露による損失

余命」とは、式(5)による曝露を受けた集団（以降、

乗組員集団）の平均余命と、式(4)による曝露を受

けない集団（以降、コントロ－ル集団）の平均余

命との差、式（6）である。この両集団の生存曲線

を模式的に表すと図６のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 

図６ 生存曲線模式図 
 

発がん物質への曝露による過剰ながん死亡によ

り、乗組員集団の曲線はコントロール集団と比較

して下方へ移動することが示されている。ここで、

コントロール集団の生存曲線は平成７年生命表

（男性）を用い、平均余命は年齢死亡率をもとに、

生命表を用いた計算により各年齢について得られ

る。コントロール集団の x-1 歳における全死因死

亡率をλ0(x-1)とすると、x 歳における生存者数 s0(x)
は以下の式で表される。 

 
{ })1(1)1()( 000 −−×−= xxsxs λ  式(1) 

 
乗組員集団の x 歳における全死因死亡率λ(x)は、

曝露による、新たな死亡率（発がんリスク）∆µ(x)
が加算され、以下の式で表される。 
 

)()()( 0 xxx µλλ ∆+=  式(2) 

 
この式が図６に示される乗組員集団の生存曲線

が下方へ移動する原因となる。乗組員集団の x 歳

での生存者数 s(x)は、 
 

{ })1(1)1()( −−×−= xxsxs λ  式(3) 

 
次に、x 歳の平均余命はコントロール集団の生

存者数、乗組員集団の生存者数から、それぞれ次

のように表される。 
コントロール集団では、 
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乗組員集団では、 
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ここで、式中の 110 という数字は男性の最高齢

者の年齢を示している。曝露により乗組員集団の

生存者数はコントロール集団の生存者数より小さ

くなるため、上式で示される平均余命も乗組員集

団のほうが小さい値となる。この差がコントロー

ル集団より乗組員集団が損失している余命、つま

り損失余命(Loss of Life Expectancy)である。よっ

て x 歳での損失余命は以下の式により計算される。 
 

)()()( 0 xLxLxLLE −=  式(6) 

 
なお、0 歳における損失余命 LLE(x=0)を損失寿



命と呼び、本報では損失寿命により議論を進める。 
がん死亡率の上昇(発がんリスク)∆µ(x)は放射線曝

露の疫学調査の結果にもとづく、いくつかの定性

的な傾向(5)、(6)をまとめ、係数αを乗じた次式によ

る。 
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ここで、 
µ(x)：コントロール集団の x 歳でのがん死亡率(7) 

(５歳階級の値を各年齢に内挿して得た) 
E(x)： x 歳での曝露の有無 

（x 歳で曝露有り E(x) =1，無し E(x) =0） 
d  ： ある年齢での曝露が発がんに対して有効と

なる時間遅れで、10 年とする。 
 

k(x)は発がん率が曝露を受ける年齢に依存する

ことを表現するための係数であり、0 歳を 1 とし

た相対的な値として表すと、図７のような曲線と

なる。 
 
 
 
 
 
 
 

図７ k の年齢分布 
 
αの値を得るため、この式を用いて生涯曝露を

設定（すべての年齢で E=1）し、生涯の間に生じ

る過剰ながん死亡率が次式で表される。 
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αの値は現在リスク解析で広く用いられる生涯発

がん確率 R（式(10)のように曝露濃度とユニット

リスクの積で求められる(8)）が式(8)で示される過

剰な死亡率と一致(R=R’)するように選ぶ。なお、

ここで生涯発がん確率が損失余命という尺度に変

換される。曝露濃度計測値から損失寿命に至るま

での具体的な計算手順は以下のようになる。 
生命表の最小単位は１年であるため、曝露濃度

は年平均曝露濃度に換算して扱わなければならな

い。ある物質（ベンゼン又はアクリロニトリル）

に対する年間輸送従事回数 n（回/年）、１輸送サ

イクル中の時間平均曝露濃度 c (µg/m3)、１輸送サ

イクルの平均時間、つまり平均曝露時間 T (日)か
ら年平均曝露濃度 cyear は 
 

cyear = n T c / 365  式(9) 
 
となる。次に、この濃度 cyear に生涯曝露されると

仮定し、生涯曝露による発がん確率 R は表１のユ

ニットリスク UR を用いて次式で計算される。 
 

R = cyear UR 式(10) 
 
この R におけるαの値を決定するため、E はすべ

ての年齢で 1 とし、式(7)でも生涯曝露を設定する。

これより、式(8)の過剰な死亡率 R’が上記発がん確

率 R と一致するαの値を見つけ出す。得られたα

を用い、曝露を受けない年齢を E = 0 として、式 

(1)～(7)から損失余命、LLE が計算される。最後に、

x=0 での損失余命が損失寿命、LLE(x=0)となる。 
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表2 濃度CR-5の曝露による損失寿命（単位：分） 

曝露開
始年齢
Es（歳）

曝露期間、Ed (年) 

 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

15 5.06 8.21 10.3 12.0 13.6 14.9 16.0 16.9 17.5 17.9
20 3.15 5.21 6.99 8.55 9.88 11.0 11.8 12.5 12.9
25 2.06 3.83 5.40 6.73 7.84 8.70 9.31 9.70
30 1.78 3.34 4.68 5.78 6.64 7.25 7.64  
35 1.56 2.90 4.00 4.86 5.48 5.87   
40 1.34 2.44 3.30 3.91 4.30    
45 1.10 1.97 2.58 2.97     
50 0.86 1.47 1.86      
55 0.61 1.00       
60 0.39        

 
上述の計算手順は実質的には計算機を利用しな

ければならない。計算により得られた結果を近似

式で示せれば、電卓で個別の条件に対応でき、利

便性が増す。以下の手順で近似式を求める。 
ここでは、ケミカルタンカー乗組員を対象とす

るため、曝露が起こる時期は 15 歳から 65 歳と仮



定する。この期間で、「生涯曝露により 10-5 の生涯

発がん確率を生じる濃度」（濃度 CR-5 とする）に

曝露されることを考えてαを固定し、曝露開始年

齢 Es を変化させて損失寿命を計算した。結果を表

２、図８にまとめる。 
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図８ 損失寿命と曝露期間の関係 
 
 
 
 
 
 
 

図９ R と RL の関係 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 簡易計算法の誤差 
 

図８から明らかなように損失寿命は Es や Ed に

対して線形な関係ではない。 
一方、「生涯曝露による発がん確率」R が 10-2

以下ならば、R に対して損失寿命は線形で近似で

きる。様々な「生涯曝露による発がん確率」R で

表２と同じ計算をした結果と表２内の各値との比

をとり、さらに、得られた表の算術平均値を RL
とすると、R と RL の関係は図９のようになり、

線形な関係が確認できる。R は式(10)から、曝露

濃度 c や年間航海数 n、ユニットリスク UR の積

で表されるので、これらの変数に対して損失寿命

は線形であることになる。つまり、R が表２の作

成で用いた 1000 倍に相当する 10-2 ならば、単に表

２の値を 1000 倍にすれば良い。よって、曝露期間

が設定できれば、表２で読みとれる値 A と、次式

により損失寿命が計算できる。 
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LLE (x=0) = A × R × 105   (単位：分) 
  = A×UR×n×T×c×105 / 365 式(11) 

 
ただし、すべての R の範囲において線形性が保

障されるわけではない。式(11)で得られる値は、R
が 10-2 までは１％以内の誤差であるが、図 10 に示

すように R が 10-1の場合は 7％程度の誤差となる。

本来ユニットリスクはこのような高い発がん確率

の推定を目的としたものではないため、過大評価

か過小評価かは今のところ判断する材料がない。

この意味で R が 10-1 のオーダーでは注意が必要で

ある。 
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４．解析結果 

前章の簡易計算法と表１で得られたベンゼン、

アクリロニトリルの計測値を用いて、20 歳～59
歳までの 40 年間の勤務を考え、損失寿命を年間航

海回数、n に対しプロットすると図 11 を得る。 
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図 11 年間輸送従事回数と損失寿命の関係 

各物質とも、Es=20(歳)、Ed=40(年) 
 
図のように同条件であればアクリロニトリルは

ベンゼンより大きな損失寿命となる。一方、図１

に示される年間航海数、輸送量はベンゼンの方が

大きく、平均するとタンカー乗組員はアクリロニ

トリルよりベンゼン輸送の機会が多いことになる。 
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図１で示した年間ベンゼン輸送航海数とケミカ

ルタンカーの隻数から、１隻あたり 8（回/年）程

度のベンゼン輸送作業に従事する。これより、一

例として、20 歳～59 歳までの 40 年間の勤務を考

えると損失寿命は 15 時間程度となる。アクリロニ

トリルでも同様に考えると、年間航海数４回とな

り、40 年間(20 歳～59 歳)の勤務で 80 時間程度と

推定される。 
本来は上記計算に各物質の１人あたりの年間平

均輸送従事回数、n を用いるべきである。しかし、

ケミカルタンカー乗組員総数または１隻あたりの

平均乗組員数などの数値が明確でないため、各物

質の１隻あたりの年間平均航海数を用いた。この

結果から、乗組員集団が持つベンゼンによるリス

クを１とすると、アクリロニトリルはベンゼンの

5 倍程度のリスクとなる。よって、対策が必要と

なれば、その優先順位はアクリロニトリル、ベン

ゼンの順であり、対策の効果は 5 倍程度になる。 
発がん確率が曝露濃度に比例し、損失寿命が発

がん確率に比例するため、曝露濃度の低減率はそ

のまま発がん確率あるいは損失寿命の低減率とな

る。今回はマスク装着の効果が反映されない曝露

濃度計測結果を用いたため、実態より高めの解析

結果、損失寿命が得られているものと考えられる。

既に励行されているようであるが、ベンゼン輸送

船上の作業環境濃度のデータから適切な時期、場

所におけるマスク装着により、曝露濃度が 80％程

度低減する可能性が示唆され(9)、大きな効果が期

待できる。 
 

５．まとめ 
 発がん性物質であるベンゼン、アクリロニトリ

ルの海上輸送に従事するケミカルタンカー乗組員

の健康リスク解析を実施し、損失余命（寿命）を

得た。解析結果からベンゼンと同様、アクリロニ

トリルにも注意が必要なことが判明した。損失余

命を評価指標として用いる利点は、ここで示した

曝露の時期を考慮できることだけではなく、従来

別々に管理されてきた発がん性物質と非発がん性

物質の影響を比較できる点にある(10)。この長所は、

１章に示した研究目的と合致するものであり、今

後、非発がん性物質も含めてデータを収集し、損

失余命による評価を進める予定である。 
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